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新電子計算機システムの論理回路 （28倍大）

（大器計算機センターに導入された新システムに使用されているLSI （大規校集積）
回 ）のチッ プ（3.9mm x 3. 9mm）を鉱大したもの。関連記事4ページく部局の動き＞I
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く大学の動き＞

環境保全について

1 環境保全センターの誼置

このたび本学に，学内共同施設のーっとして，

毘境保全センタ ーが設置された。このセンタ ー

は，本学における教育研究等の活動に伴って発生

する廃棄物による汚染を防止するなどして環境保

全をはかるとともに，それと関連する技術的諸問

題について研究し，さらに本学で実施される環境

保全の基礎教育に協力することを目的とするもの

である。また，本学の廃棄物処理等に関する全学

的な委日会その他の管理運営機構は，従前のまま

で推移すれば将来その数が急速に増加して錯綜す

るおそれのあること，および諸種の処理は有機的

に関連していることを考服すれば，それらの機構

を統一的見地に立って整備するのが望ましい。こ

ういった点に対しても，本センターが貢献できれ

ば幸いである。

周知！のとおり，大学からの廃棄物は，一般の産

業出来物に比べて量的にはiJとして多くないが，質

的には多種多級で、あって有当物質も含まれるほ

か，発生1］~（が広く分散しているという特徴をもっ

ている。したがって，まず発生~）jlで排出者みずか

らがその責任において無主化処理を施し，あるい

は共同設備による処理を行なうまでは厳重に貯留

しておかねばならなし、。また実験者は，実験計画

の段階において，その実験によって発生すること

が予測される廃棄物の処理対策を検討し，処理に

型ーするH与聞や経費までも計上しておく心掛けが必

裂であり ，いわゆる 「伎い捨て」 や 「たれ流し」

は， i散に戒められねばならない。

このような「原点処理」に加えて，共同設備に

よる一括処理を施すことがより安全かつ効果的で

あったり，あるいはそうせざるをえない場合も決

して少なくない。本学においてllH和49年末に有機

J.%i仮処恕装世を設置し，そののち有機廃液の焼却

処即を続けてきたのは，その一例である。また~~

在，多くの研究室にj口z留されている無機系廃液（主

として金属塩類の机）＇｝.液）を共同で処理するため

の、淀川のなi百が計画されているのも，同じ魁旨に

よるものである。
ためま－r

また，排水系の溜析の定期j的治婦によって採取

される枕泥も，年々その貯蔵量を増し，部局によ

っては既に限界に達しつつあるが，その固化処理

などは，ある程度共同的に行なうのが安全かつ能

率的であろう。

以上は，本学において現に実施され，あるいは

当面緊急を要すると考えられる共同処盟の二，三

例にすぎないが，この種の処理は，環境保全セン

ターが中心になって実施し，あるいは計画の推進

をはかるのが適切であろう。その意味で，センタ

ーの発足と同H寺に，有機Jj~液処理装置とその官ー理

機備は，センタ ーに吸収された。また，本センタ

ーの設置と関連して，廃棄物処理等専門委口会

は，環境保全委員会に改組され，本学における環

境保全の基本方策を審議するための全学的な委員

会となった。廃棄物処理等の技術的問題は，セン

ターの専門委員が検討することになる。

つぎに，環境保全センタ ーが関与する教育研究

についてであるが，環境科学および環境工学にl到

する専門の教育研究は，本学におけるいくつかの

学科と専攻で実施されている。しかし，ぞii'~~トの

学生を対象として行なわれるw境保全の基礎教育

に対しては，本センタ ーが協力できるようになる

ことが望ましい。また，本センターで行なう研究

は，本学で現に使用し，あるいは近い将来に採川

しようと計画を進めている廃棄物処理の方法と装

置，騒音や忠良の防除法などの技術的諸問題に｜却

するものが中心課題となるべきであると考えてい

る。

本センターがその設置目的を果たすためには，

多くの業務を行なわねばならず，また極々の凶雌

が予処［される。特に本センターは，助教段 1名，

技官 l名といった，わずかの定員で発足しなけれ

ばならないという厳しい状況におかれている。言

うまでもなく，本センタ ーの努力だけでは，とう

てい全学の環境保全を全うすることは不11.Jfi包であ

る。霊ねて強制したし、のは， fff:.束物の排出者はそ

の立任感をIWめたり，原点処理の主1別立を忘れる

ことなく，有機1361夜をみずからの手によって処理

してきたのと同じ心椛えを絶えず持ち続けなけれ

ばならないということである。全学の教~i\h1諸氏

はもとより，，、j会生；nnの深い（jj]押

翻l支122.御協）Jをお願いしてやまない。

（環境保全センター）
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2 環境保全委員会の発足

昭和52年4月18日付をもって，廃棄物処理等専

門委員会は改組され，環境保全委員会となった。

廃棄物処理等専門委日会は本学において教育研

究活動に伴い発生する各程廃棄物の適正処理につ

いて調査審議することを主な任務として，昭和47

年4月10日に設置されて以来，本学における廃棄

物処理体制の整備について審議提案するととも

に，これら廃棄物に対する応急対策ならびに今後

の処理に関する具体的方法について検討を重ねて

来た。そのうち後者の業務は，このたび設置され

た環境保全センターがその業務の一部として引き

継いで行なうことになった。

よって，廃棄物処理等専門委只会は，これから

の委只会のありかたについて杭買に審 議 した粘

果，今後は，廃棄物処理を合め本学全体の環境保

全をはかるための基本的な方策を調査審議するこ

とを主な任務とする環境保全委只会に改組移行す

るのが望ましいとの結論に達したので，先般，総

長に上巾した結果，環境保全委只会が発足した次

j;f）である。

環境保全委日会は，今後，木学が教育研究の場

としてよりふさわしくなるよう，周辺地域への配

慮をも合めて木学全体の~·；境保全について検討を

深めて行きたいと考えている。

（環境保全委日会）

3 有機廃液処理装置に関する報告

有機J36i仮処理装置の試験迎転およびそれに主る

経過については，京大広報 陥115(1975.10. 24）に

報告されている。上記処理装l司は昭和50年10月よ

り本格迎伝に入り， 今年3月までに 1年半を経過

した。今回，環境保全センターの発足により，本

装置は同センタ ーに移竹される。これに伴し、有機

廃液処理装目n理委日会は廃止され，有機廃液処

理装置でf理機構および同迎夕；委只会の業務はそれ

ぞれ環境保全センターおよび同センタ一辺営委日

会に引き継がれることとなる。よってここに京大

広報ぬ115以後の木装置に関する報告を行なうも

のである。

(1) 指導日の；1l'i拘 ・認定について

昭和50年10月13日，同10月31日および昭和51年

6月17日に指導日の講習会を開催し，あわせて

258名の指導員を認定した。この内訳は理学部32

名（助教授 5名， 助手23名， 技官4名），医学部

14名（助教授 1名，講師 1名， Jl)J手10名，技官2

名）， 医学部附属病院，結核胸部疾患研究所およ

びウィノレス研究所13名 （助手11名， 技官2名），

薬学部22名（助教授3名， 助手19名），工学部93

名 （教授6名，助教授19名，講師3名，助手58名，

技官7名），民学部49名（助教段9名，講師 l名，

助手37名，技官2名），教養部 5名（助手5名），

化学研究所，原子エネJレギー研究所，木材研究

所，食＊ii科学研究所，防災研究所および原子炉実

験所30名（教授2名，助教授 5名，助手17名，技

官6名）である。このうち 238名が名M日の指導

日となったが，その後転勤などに伴い若干の変動

があった。

なお51年 5月には「Ky S利用の手引き」の51

年版を作製した。これは50年9月末に作成したも

のの一部を改訂したもので， 1n版についてはその

改訂部分のみ差しかえることとした。

(2) 処理装置の迎転状況について

50年10月より 52年3月末までの18か月間の迎転

状況は次のとおりである。まず， i型転回数は50年

10月より 51年3月末までに計34回， 51年4刀より

52年 3月末までに計51回，あわせて 85回であっ

た。このうち各部局よりの廃液の処理を行なった

のは80回で，その他は装Eの利用についての開発

研究を目的とする迩転である。この間に処理した

廃液は30,152 .e，これに合まれていた甑来日はがJ

3, 400kgであった。名部日の処理i立を＞roげると，

Fil.学部2,310£,, 灰学部602.e' 病w;rn20t，来’宇

部4,235 .e，工’下郎13,871E，山学部5,837 .e，化

学研究所1s2.e • rt＊：~科学研究所705 .eであり，日IJ

発研究用は890Eである。

塩素-;'l;-有廃液の処理を行なっているとき，封｜ーガ

ス「11 の塩化水素の量の平均はが~ 2.7 ppmで， こ

の限度から計算すると，塩素の阿収率は約99.97ぢ

となる。排ガス仁11に合まれる宝来R変化物のiJJ1度は

平均 59.9ppm, 炭化水素濃度は平均 1.lppm,

硫黄酸化物はほとんど認められなかった。

沈澱村＇iでιt昭次から分｝~1t回収された枕澱物はがJ

-3- 639 



No. 140 京大広報

60Kgであるが，そのうち30~ちが水分である。これ

に含まれる重金属は乾量基準で Fe3.3~弘 Cu0.57 

%, Cr 0.29ぢ，Ni0.1996, Zn 0.15勿， Mn0.0496, 

Pb 0.017%, Cd 12 ppmであり，回化処理を必要

とするので保管している。

（酬叩月日
有機廃液処理装置 ｜

廿理専門委員会 ／

指骨骨初出必出掛郁郁郁骨骨材開。砂押骨骨目指却時係部信部時時時的措部日骨骨邸時目指時時時時目指部時日時時間ノ

く部局の動き＞

大型計算機センターの増築と

新システムの導入

大型計算機センターでは，新計算機システムの

導入並びに建物のi首築を記念して，去る 4月16日

同センター内において，披露式および、記念ノfーテ

ィーを開催した。式典には間木総長はじめ’芋内外

から80名以上の来賓を迎え，また同日行なわれた

一般公聞にも多数の見学者が参加して， 極めて盛

会で・あった。

このセ ンターが発足したのは1969年で、あり ，そ

の歴史は10年にも満たないが，創設当初の計算機

システム FACOM230-60が， 1972年には FACOM

230-75に置換えられ，本年1月からは新しく

FACOM M-190 によるサービスが行なわれてい

る。 これをみても，いかに計算機技術の進歩が急

速であり ，学術研究における計引機の利用が普及

しているかがうかがわれるであろう。

新システムの概要については，すでに京大広報

陥134(1977. 2. 15）に掲誠されているが，その作

経済学部長の交替

菱山 泉経済学部長は， 5月4日辞任され，そ

徴は，演算速度および記憶容量の櫓大によって，

いわゆる長大計算を可能にしたこと， 7 ）レチプロ

セッサ方式の採用による総合的処理能力が大幅に

向上したこと，端末およびリモートステーション

からの利用を便利にし，パッチ処理から TSSへ
の移行という一般的な傾向に対処しうるように配

慮されていることである。これと並行して， デー

タセッ ト（ファイノレ）や図形処理装置の充実は，大

Eのカード入力 ・大量のプリ ント出ノりというパタ

ンの利用方式から脱却するのに役立つであろう。

このようなシステム自体の機能の高度化および

性能の向上と共に，迎用上の行力化 ・口動化も従

来よりー府進められており ，これに投行して臼動

防火設備てすの安全対策も十分に施されている。

現在このセンターは年間 2,000名を超える学内

外の研究者によって利用されており ，計算依頼件

数は年間400.ooo l'I＇を超えているが，今後さらに需

要の附加が予恕されるので，絶えずシステムの動

作状況や性能を分析評価して，システム＊＇~成や）ill

用方式の最適化をilliめるーブJ，利用者の要望をで

きるだけ取入れるように努めたL、と考えている。

今日夜E々のな味て‘注目されている計~／：l幾センタ

一間ネットワークの開発も，京大・京大を中心と

して若々とill：められており，その実用化も近い将

来に兄込まれている。したがって，やがて全国の

各センターが有する特徴ある資源、（ハート‘ウェ

ア，ソフトウェア）が全同の利用者に共用される

ものと期待される。

このように大型計算機センタ ーは，．大学におけ

る研究の手段を提供する場として，品々その窓五

を高めつつあり ，センタ ーの立任はー府主大であ

るといわなければならない。全学的な御支援を切

望するゆえんである。 （大型計算機センター）

の後任として，柿木勲教授（経済学部 ・経営学

科商業；命前座担当）が任命された。任JD］は，昭和

53% 1月9日までである。
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析件数が年間約2,000件で，そのうち薬学部の分

が約50%を占めていたが，次第に評価が高まるに

つれ他学部からの受託が増加し，昭和40年ごろに

は年間受託件数は 5,000件に達し，相対的に薬学

部の利用率は約20%に低下する程になった。一方

分析種目もこの頃には上記3元素のほか，酸素，

硫黄，ハロゲン， リン，フッ素に拡大され，名実

共にわが国で最も充実した総合的元素分析施設と

しての体制を整えた。

定員の増加なしでこれほど大五の検体の分析処

理が可能となった大きな理由は，当分析センター

で種々の白日j分析機器や測定法を独自に開発した

からである。 特にj米＊宝来自動分析計は粕密な·~r;:

子装置を用いた高速分析機械で‘あり，一人のオぺ

日

レーターで在来の方法の数人分の分析を短時間に

行なうことを可能にした。この装置は現在わが国

のほとんどの元素分析施設で利用されている。イ

オン選択性電極を分析法に積極的にとり入れたの

も当センターがわが国で最初であり，それまで指

示薬の変色を肉眼による名人芸的な判定で行なっ

ていたハロゲン，硫黄，フッ索の分析の信頼性を

著しく向上することが出来た。酸系分析計も特殊

な光学的方法をとりいれて，当センターが開発し

た自慢の機械の一つである。もう一つわれわれの

誇る機械は輸入品ではあるが，多分わが倒に一台

しかない総石英製の超微早天秤である。これは米

国の Rodder氏の労作で世界に企郎で20数台しか

なく，当センターのものはおそらく彼の最後の作

品であろう。 200mgの物体を 0.00005mgの正

確さでi!llJ定する極めて精巧な機械である。

昭和51年度の分析受託件数は遂に 7,700件を突

破した。他学部や他大学等からの依剥が急増を続

けているのがその原因である。過去20余年11¥Jの好

力により当センターの声価が余りにもr%くなった

結果，今では皮肉にも学内からの検体の処理にも

支障を来たす恐れがおきている。伝統を誇る「元素

分析センター」は今や学内外から寄せられる要求

と処J1Jl能力との板ばさみにあって何とか打開の途

を求めなければならないH与JDJに立ち至っている。

自主

(1977if'. 4月1日～4JJ30日）

4 JJ 2 n ドイツ.WJ1¥共和凶作州文部大臣常設会議事務
局長 JoachimSchulz-Hardt氏法学部を訪
問

5 D 評議会

グ アメリカ合衆国全米社会科教訂協議会事務局
長 BrianJ. Larkin氏教育学部を訪問

8日 医療技術短期大宇｛;jl入学式
。 l•i］和問題委員会

9日 名奇数援称号J受与式
。 JH官数段懇談会

11日 学部入学式
。大学院入学式
。オランダ国ライデン大学名谷数以 Slicher

van Bath氏人文科学研究所で治的
12日 廃棄物処理学専門安員会

12日 フランス国エクサン ・ プロパンス大•2［：長

Charles Debbasch氏法学部，阿tkt＼図J.H!ilを
訂＇ill:]

グ メキシコ国エノレ ・コ レヒオ ・デ・メヒコノミ乍
院総長 VictorL. Urquidi氏点病アジア研
究センタ ーを.Jili日

15日 大学院審議会
。フランス国パリ第1大学教民AlbertSoboul 

氏人文科学研究所で議出
19日詐議会
23日 総長， l械J..i.組合と交渉

グ 体育指導センター管理迎包委.l..i.会
25日 カナタ国トロント大学教綬 H.Northrop 

Frye氏文学部で議出
26日評議会

京大広報ぬ139(1977. 5. 1）の大学院審ー議会に関する記事のうち，大学院設置基準が50f下5月から胞行と

あるのは4月からのあやまりであり，訂正する。
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